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 前年度はコロナの影響で、減収減益の厳しい決算に、31セクター中で増益確保は5セクターのみ。

 今年度も減収減益に、反動増の通信、鉄のほか産業用電機機器、医薬など8セクターは増益か。

 来年度は増収増益へ、自動車や陸上旅客運輸などの反動増を中心として、28セクターが増益に。

今年度と来年度の企業業績見通し
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前年度はコロナの影響で、減収減益の厳しい決算に、31セクター中で増益確保は5セクターのみ

弊社は6月5日、調査対象とする455社の業績見通しを更新しました。なお、対象社数については、今般見直

しを行い、3月時点の227社から大幅に増加しています。はじめに、2019年度の実績を確認すると、売上高は

517兆円、経常利益は32.9兆円、純利益は19.3兆円でした（図表1）。これにより、前年度比の伸び率は、

順に-2.5%、-22.4%、-34.7%で、減収減益の着地となりました。

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の影響で、多くの企業が売り上げの急減に見舞われ、また、資源価

格の下落により、減損損失を計上する企業も増えるなど、2019年度の企業決算は極めて厳しい結果になりまし

た。弊社は調査対象の455社を31セクターに分類していますが、このうち、通信、鉄、商社、自動車など26セク

ターが前年度比で減益となり、増益は、電力・ガス、医薬、住宅・不動産などの5セクターのみでした。

【図表1：弊社調査対象455社の業績見通し】

(注) 2020年6月5日時点における三井住友DSアセットマネジメントの見通し。
(出所) 三井住友DSアセットマネジメント作成
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総合計【455社（除く金融）】 2019(実績) 516,975 -2.5% 32,940 -22.4% 19,317 -34.7%

2020(予想) 472,531 -8.6% 29,366 -10.9% 18,835 -2.5%

2021(予想) 498,296 5.5% 37,650 28.2% 25,139 33.5%

製造業【260銘柄】 2019(実績) 303,027 -3.1% 18,179 -25.7% 11,193 -36.9%

2020(予想) 276,451 -8.8% 16,335 -10.1% 11,211 0.2%

2021(予想) 294,041 6.4% 21,645 32.5% 15,146 35.1%

非製造業【195銘柄】 2019(実績) 213,948 -1.8% 14,761 -17.8% 8,124 -31.4%

2020(予想) 196,080 -8.4% 13,031 -11.7% 7,625 -6.1%

2021(予想) 204,255 4.2% 16,005 22.8% 9,992 31.1%
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今年度も減収減益に、反動増の通信、鉄のほか産業用電機機器、医薬など8セクターは増益か

ここから、2020年度および2021年度の業績見通しを確認していきます。なお、前提となる為替レートは、ドル

円が1ドル＝108円、ユーロ円は1ユーロ＝117円です。まず、2020年度について、売上高は472.5兆円、経

常利益は29.4兆円、純利益は18.8兆円を予想しています。前年度比の伸び率は、順に-8.6%、-10.9%、

-2.5%と、引き続き減収減益を見込んでいます。

2020年度も、新型コロナウイルスの影響が残り、企業業績は総じて厳しいものになると考えています。セクター

別では、31セクター中、自動車、陸上旅客運輸、運輸（倉庫・物流）、小売など、23セクターが前年度比で

減益となる見通しです。一方、増益が予想されるのは、前年度の反動増が見込まれる通信や鉄のほか、産業用

電機機器、医薬などの8セクターです。

来年度は増収増益へ、自動車や陸上旅客運輸などの反動増を中心として、28セクターが増益に

そして、2021年度については、売上高が498.3兆円、経常利益は37.7兆円、純利益は25.1兆円を予想し

ています。前年度比の伸び率は、順に+5.5%、+28.2%、+33.5%と、増収増益に転じるとみています。31

セクターの中では、2020年度に厳しい減益が見込まれる、自動車、陸上旅客運輸、運輸（倉庫・物流）、小

売などの反動増を中心に、28セクターが前年度比で増益となる見通しです。

一方、減益が予想されるのは、価格競争の影響が懸念される電力・ガス、原油安の長期化を想定した資源・

燃料などの3セクターです。なお、足元では、依然として国内景気や企業業績の先行きに不透明感の強い状況

が続いています。こうしたなかでも、日本株が総じて底堅く推移しているのは、企業業績の将来的な改善（弊社

は前述の通り2021年度に増収増益を予想）を早々に織り込んでいる部分もあると考えられます。

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基

づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断

した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、

今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資

料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資

顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。
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